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近年，サービスの多様性が求められているユビキタスネット社会において，コンピュータを含む
携帯デバイスで世界中に散らばっている情報にどこからでもリーチできる所謂「Ｗｅｂ２．０の世
界」が急速に広がっている．まさに「いつでも，どこでも，誰とでも」コミュニケーションできる
環境が現実のものとなってきている．このようなサービスは移動性と高速、大容量を前提としてい
るため，無線技術を中心とした通信ネットワークに瞬時に繋ぐことが要求され，アクセス技術と共
に年々増加を続けている． 
一方，過去から現在を振り返ると，多種多様なサービスに対応するため，移動端末に搭載されて
いるＣＰＵのパフォーマンスは，１９９５年に３３ＭＨｚだったものが２００８年では３ＧＨｚに
なっており，１０年で約１００倍の機能を持ったデバイスが世の中に溢れている．また，通信の世
界では，ＩＳＤN 元年といわれた１９９５年に６４Ｋｂｐｓの通信速度を誇ったが，現在では１０
０ＭｂｐｓのＦＴＴＨが家庭まで来ている．更に，１９９５年は移動通信においてＰＨＳサービス
が開始された年であり，通信速度は２４００ｂｐｓを誇ったが，今現在ではＨＳＤＰＡが３．６Ｍ
ｂｐｓ，ＷｉＭＡＸで１００Ｍｂｐｓを実現しようとしており，これらの技術が今までのブロード
バンドサービスを支えたといえる． 
次の１０年を考えるとき，更に動画配信や３Ｄ情報などのリッチコンテンツが増加し，現在の約
２２０倍のトラフィックがネットワークに入流してくると予想されており，もはやブロードバンド
社会を飛び越えて情報爆発寸前であり，このサービスに耐え得る無線周波数の確保は急務である． 
 
このような環境の中で，無線技術は携帯電話を中心として，第２，３世代携帯電話はもとより，
より高速なデータ伝送速度を有する第３．９世代，第４世代といった次世代移動通信システムの研
究開発に期待が高まり，導入が急がれている． 
これらのサービスに呼応するように多種多様なシステムがその都度無計画に導入されたことに
よって，周波数無線資源のリソースが枯渇してきており、将来のユビキタス社会実現に向けて大き
な問題となると想定できる．周波数枯渇の対応策として空いている周波数をセンシングして柔軟に
無線周波数（チャネル）を割当るコグニティブ無線技術に注目が集まっているが, 既存サービス
との混在問題やその周波数帯域との親和性、周囲に与える干渉の問題，システム間の干渉やセキュ
リティの問題など課題が山積している．また，無線システムは電力を電波に変換して送信する非循
環型モデルであるため，今後はエネルギー問題や環境問題にも配慮が求められると予想できる． 
これらの問題に対して，無線周波数帯域をサービスごとに振り分けて解決する手法だけでなく，
基礎的な周波数を含む無線チャネルの割当技術を学術的な見地から議論することが今後の将来の
周波数有効活用の問題において重要であるといえる． 
 
本研究は，無線システムにおいて共通の資源として特に重要な周波数やＣＤＭＡなどの符号化コ
ード，端末毎に割り振られるＩＤなどをチャネル資源と捉え，その資源を効率的に且つ有効に利用
するための無線チャネル割当技術を確立し，一連の手法を実システムで確認し，体系化したもので
ある．すなわち，現在までの無線チャネル割当方式の技術的特性を整理し，それらの課題を明確に
し，更に既存のチャネル割当が実用化に至らない問題点も実証実験によっても明らかにし，共通の
チャネル資源を最適に割り当てる方式を提案し、その効果を明らかにした． 
 
 本論文の構成を以下に示す． 
第１章「序論」では，本研究の背景と目的、研究の概要を述べている． 
第２章「ダイナミックチャネル割当方式の課題」では，本研究が前提としている移動通信システ
ム（セルラーシステム）の技術を述べ，システム全体で共通の資源である周波数の有効利用技術で
あるチャネル割当方式の既存技術を整理する．先ず，周波数有効利用の定義の基本となる空間的，
時間的利用率技術を整理し，移動通信システムが基本としているセル構造およびアクセス制御方式
の特徴を述べる．更に，全てのチャネルを一元的に管理する手法として静的チャネル割当方式を説
明し，その問題点を明らかにする．次に，動的チャネル割当方式の各方式の特徴とその課題を整理
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し，その中でも自律分散的にチャネルを効率的に割当る方式として棲み分け割当方式の有効性につ
いて述べている．  
第３章「高速収束ダイナミック・チャネル割当方式」では，現在のＰＨＳシステムに採用され運
用されているＴＤＭＡ／ＴＤＤ方式を取り上げ，実運用データからセル構造のモデル化を行い，そ
の環境下での自律分散型ダイナミックチャネル割り当て方式｢チャネル棲み分け方式｣を適用した
場合の振舞い（特性）を実証実験によって明らかにする．実証実験データから任意のチャネルを割
当てる毎に加減算する優先度関数値が高い値であればあるほどそのセル内でのチャネルの使用優
先率が高くなるということが分かった．本章では，その特徴を活かしてチャネルの棲み分けを早く
収束させるために収束度可変パラメータを導入した“高速収束ダイナミック・チャネル割当方式
（First Step In Dynamic Channel Assignment Method）”を提案する．本提案方式において，予め
収束度可変パラメータに重みを持たせることで収束が加速することを示し，実証実験を通して提案
方式の有効性を述べている． 
第４章「オーバーラップ・エコ・チャネル割当方式」では，更にチャネルの有効利用を狙った方
式を提案する．既存のチャネル割当方式では隣接するセル間では同じチャネルを使用しないことが
前提となっているが，隣接しているセル間で同じチャネルを使っても問題ない場合が存在する．問
題となるのは隣接しているセル内での同一チャネルを使うことによる干渉である．先ず，この場合
を除いてチャネルを割当てる方式としてオーバーラップ・エコ割当方式を提案し，そのアルゴリズ
ムおよびチャネル割当のためのプロトコル，割り当てに必要な情報について説明する．次に計算機
によるシミュレーションによって，オーバーラップ率と呼損の関係，使用チャネル数と呼損の関係
を説明し，最後に既存手法と同じ条件下における使用チャネル数の比較から本提案方式の詳細を述
べている． 
 第５章「バンチング効果を用いたマルチアクセスシステムにおける自律分散チャネル割当方式」
では，ランダムアクセス通信システムへの適用を例に同一システム内で大容量のデータや小容量の
データが混在する場合に，チャネルの有効利用の観点から，①一定量以上のトラフィックが集中し
ない，②システムの全トラフィックの増加に従って適宜割当チャネルを増やす，③割当チャネルの
規模にばらつきがなく，均等になる．④割当てたチャネルが安定である，ことなどを満足するバン
チングを利用したチャネル割当方式を提案する．本提案方式は，チャネル割当を確定させるための
バンチング領域，バンチングしたチャネルを安定させるための安定領域，一つのチャネルに集中さ
せないための壁領域を設けることを提案している．次に本提案方式の有効性を明確にするため，計
算機によるシミュレーションを実行し，チャネル数に対してチャネル割当の実行例を検証，上記の
４つの条件を本提案方式は満たすことを明確にしている． 
 第６章「チャネル割当の実用化と標準化」では，第二世代コードレス電話システムをＦＷＡ／Ｗ
ＬＬに適用した場合の事例を説明する．特にＰＨＳをＦＷＡ／ＷＬＬに適用する場合において，サ
ービスカバーレッジの広域化が要因で，ＴＤＭＡ／ＴＤＤ内のタイムスロットが相互に干渉する問
題や，加入者が移動しないことによる１つの基地局に収容する加入者の増加による呼損の問題，隣
接する基地局間の同期の問題，などからより効率的にチャネルを割当られない問題が発生すること
を明らかにし，その解決方法を述べている．また，本提案方式はネットワーク構築の容易性などか
ら諸外国から標準化が切望された．そのことを鑑みて，国内標準であるＲＣＲ ＳＴＤ－２８標準
にＰＨＳ－ＦＷＡ／ＷＬＬの項目を提案し標準規格として採用された内容を紹介している． 
第７章「ＩＤ割当方式」では，無線の特徴である無線の届く範囲であれば誰でもがそのチャネル
を受信できる利点がある半面、誰もが盗聴できることを示している．本章では，特に無線通信の中
で一番傍受性が高い衛星通信を取り上げ，誰もが傍受できるブロードキャストされているデータか
ら自局宛てのみが解読できるＩＤ方式を提案した．先ず，衛星通信システムの脆弱の説明をした後
に，その環境下にあっても特定の局だけにしか割当られないＩＤ割当方式を提案し，そのアルゴリ
ズムと手順を詳述している． 
 第８章「結論」では，本論文で得られた成果の総括である． 
